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熊本地震に関する企業アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

・ 調査で得た回答は，復興計画策定についてのみ使用します。ほかの目的で使用するこ

とは一切ありません。 

・ 回答された企業が特定されるような形で発表・公表することは絶対にありません。 

・アンケート様式は，市ホームページから取得できます。 

 →〈ホーム〉＞〈市政情報〉＞〈計画・方針・改革〉＞〈各種計画〉 

・アンケート記入後は，下記のＦＡＸかメールへ   １１月１１日(金)  までに 

返信いただきますようよろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

熊本地震により被災された皆様におかれましては，心よりお見舞い申し上げます。 

さて，宇土市では，来年３月までに熊本地震から復旧・復興するまでの計画を記した

「宇土市震災復興計画(第１期)」(以下「復興計画」という)の策定を行います。 

復興計画は，市内７地区で実施した「まちづくり座談会」での意見など多くの市民の

方々の意見を反映させるなど，復旧・復興に向けて多様なニーズに沿った計画にしたい

と考えております。 

また，震災からの復興において，地域の産業再生は今後も加速して進めていかねばな

らないと考えております。市内立地企業の皆様の一日も早い事業再建に対し，行政が支

援できる事などを検討するための資料として，今回企業アンケート調査を実施すること

と致しました。 

本調査の趣旨をご理解頂き，回答可能な範囲で結構ですので，ご協力頂ければ幸いに

存じます。 

皆様の震災からの一日も早い事業再建を心より祈念致しております。本市としまして

も，一日でも早い震災からの復旧・復興に向けて取り組んでまいりますので今後ともご

理解ご協力よろしくお願いいたします。 

 

＜お問い合わせ及び送信先＞ 

宇土市 企画課 企画政策係 担当：白井，大久保 

電話：２２－１１１１ 内線(８０３) 

ＦＡＸ：２２－４１４０ 

メール：kikaku01@city.uto.lg.jp 

mailto:kikaku01@city.uto.lg.jp
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＜記入要項＞ 

・ 選択式の場合，お答えは，当てはまる番号に○をつけて下さい。なお，「その他」を

選択された場合は，（   ）内に具体的内容をご記入下さい。 

・ 直接回答を記入していただく場合は，記入欄にご記入下さい。 

 

 

 

 

 

はじめにあなたの事業所についておたずねします。 

 

貴 社 名 (任意)【            】 

記入者名  (任意)【            】 

 

地 区  

（ 所 在 地 ）  

 ① 宇土地区  ② 花園地区  ③ 轟地区  ④ 走潟地区   

⑤ 緑川地区  ⑥ 網津地区  ⑦ 網田地区 

業 種  

 ① 小売業  ②製造業  ③ 建設業  ④ 飲食業   

⑤ サービス業   ⑥ 医療・福祉   ⑦その他 

従 業 員 数  

（ 事 業 所 内 ）  

① １ ～ ２ 人  ② ３ ～ ４ 人  ③ ５ ～ ９ 人  

④ 1 0 ～ 1 9 人  ⑤ 2 0 ～ 2 9 人  ⑥ 3 0 人 以 上  

資 本 金  

① １ 千 万 円 未 満     ② １ 千 万 ～ ３ 千 万 円 未 満  

③ ３ 千 万 円 ～ ５ 千 万 円 未 満   

④ ５ 千 万 円 ～ １ 億 円 未 満  ⑤ １ 億 円 以 上  

 

注：これからの設問において，熊本地震とは H28.6.20に発生した豪雨災害も地震関連の災 

  害として含めてご回答ください。 
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問１． 熊本地震における貴社の被害総額を以下の中から１つお答えください。 

※社屋の損壊などの直接被害及び売上などの間接被害あわせて 

①500万円未満  ②500万円～1,000万円未満  ③1,000万円～3,000万円未満 

④3,000万円～5,000万円未満  ⑤5,000万円～1億円未満 

⑥1億円～5億円未満  ⑦5億円以上  ⑧不明 

 

 

問２．事業の再建を進める上で特に問題となった点について，２つの時期でそれぞれ重要 

   なものから順に２つ選んでください 

(1)熊本地震本震発生から 1か月以内(急性期) ※以下から 2つ選んでください 

①地震に伴う断水    ②交通渋滞，通行止めなど道路事情 

③売上低下       ④震災に関連した資金計画     ⑤事業所の復旧工事   

⑥震災による風評被害  ⑦従業員・労働者の確保  

⑧震災に関する行政情報の不足     ⑨得意先・取引先の喪失，減少  

⑩その他 （                             ） 

 

 

(2) 熊本地震本震発生から 1か月以降(慢性期)  ※以下から 2つ選んでください 

①地震に伴う断水    ②交通渋滞，通行止めなど道路事情 

③売上低下       ④震災に伴う資金計画     ⑤事業所の復旧工事   

⑥震災による風評被害  ⑦従業員・労働者の確保  

⑧震災に関する行政情報の不足     ⑨得意先・取引先の喪失，減少  

⑩その他 （                             ） 

 

 

問３．熊本地震に起因する貴社の従業員数の変化について，該当するものを以下から１つ

選んで下さい。 

①震災前より増加した     ②変わらない     ③震災前より減少した  
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問４－１．ＢＣＰ計画(事業継続計画)の策定状況についてお尋ねします。該当するものを

以下から 1つ選んでください。 

 

 

問４－２．防災対策として，貴社が特に力を入れていることをお書きください。 

(自由記載) 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４－３．熊本地震発生後，業務の継続及び早期復旧の対策として，貴社はどのような事 

を行いましたか？それぞれの項目(ａ～ｇ)について１つお答えください。 

ａ．従業員の安否確認 

【   ① 行った   ② 行っていない   ③ わからない    】 

ｂ．従業員の出勤体制の整備や雇用調整 

【   ① 行った   ② 行っていない   ③ わからない    】 

ｃ．代替生産や代替輸送の確保 

【   ① 行った   ② 行っていない   ③ わからない    】 

ｄ．原材料調達先の変更などサプライチェーンの検討 

【   ① 行った   ② 行っていない   ③ わからない    】 

ｅ．他企業や他業種との連携協定や助け合い 

【   ① 行った   ② 行っていない   ③ わからない    】 

ｆ．通信機器や業務用ＰＣのバックアップ 

【   ① 行った   ② 行っていない   ③ わからない    】 

ｇ．その他，特徴的なものについてお書きください。 (自由記載） 

【                                 】 

 

①震災前から策定している   ②震災後に策定した    ③現在策定中 

④今後策定する予定      ⑤策定する予定はない   ⑥わからない 

⑦その他(                           ) 
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問５－１．熊本地震に関して貴社が実施した地域貢献活動について，それぞれの項目 

(ａ～ｆ)について１つお答えください。 

ａ．地域住民に対して，事業所を避難所として提供を行った。 

【 ①行った ②行っていない ③今後行ってもよい ④今後も行う予定なし 】 

ｂ．地域住民に対して，食糧，物資，水などの提供を行った。 

【 ①行った ②行っていない ③今後行ってもよい ④今後も行う予定なし 】 

ｃ．近隣地区の災害救援物資等の備蓄倉庫として施設の提供を行った。 

【 ①行った ②行っていない ③今後行ってもよい ④今後も行う予定なし 】 

ｄ．近隣地区へのカンパ，寄付など金銭での援助を行った。 

【 ①行った ②行っていない ③今後行ってもよい ④今後も行う予定なし 】 

ｅ．近隣地区の復興に対してボランティアとして参加した。 

【 ①参加した ②参加していない ③今後参加してもよい ④今後も参加しない 】 

ｆ．近隣地区の防災訓練や活動に参加した。 

【 ①参加した ②参加していない ③今後参加してもよい ④今後も参加しない 】 

 

 

問５－２．その他，今後災害が発生した場合，貴社が行うことが可能な地域貢献活動は 

どのようなものが考えられますか。 

 

 

（自由記載） 
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問６．貴社が事業再建に向けて復旧・復興していくことに対して，国や県，市など行政に

対してどのような事(支援など)を望みますか。重要と思われるものから順に３つま

で選んでください。 

 

 

その他，意見がございましたら自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

これでアンケート調査は終わりです。ご協力ありがとうございました。 

①正確で迅速な災害情報の提供    ②食糧・水・物資などの提供 

③事業再建するための支援情報の提供 ④事業再建するための資金面の支援 

⑤従業員等の住居確保        ⑥耐震診断や建物の耐震化に対する支援 

⑦避難経路や防災計画の普及啓発   ⑧防災・減災に関するセミナーの実施 

⑨震災直後の人的支援        ⑩事業再建に向けた低金利の融資制度 

⑪その他(                           ) 

⑫その他(                           ) 

⑬その他(                           ) 

（自由記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 


